



































































































































































































































































科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
流 動 資 産
現 金
預 金




固 定 資 産
建 物
固 定 資 産 物 品
土 地
建 設 仮 勘 定
投 資 有 価 証 券
その他の固定資産










基 本 財 産 基 金
運 用 財 産 基 金
積 立 金




前 期 繰 越 金






















（借）　固 定 資 産 物 品　1,000,000 （貸）　当 座 預 金　1,000,000
（借）　固定資産物品費　1,000,000 （貸）　運 用 財 産 基 金　1,000,000
第2法
（借）　固定資産物品費　1,000,000 （貸）　当 座 預 金　1,000,000




科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
流 動 資 産
現 金
預 金




固 定 資 産
固 定 資 産 物 品
投 資 有 価 証 券
その他の固定資産






人 件 費 引 当 金




運 用 財 産 基 金
繰 越 金
前 期 繰 越 金








科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
事 務 費 支 出
役 員 報 酬
職 員 俸 給
職 員 諸 手 当
賃 金
退 職 給 与 及 び
引 当 金 繰 入
一 般 物 品 費
固 定 資 産 物 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 費
元 利 償 還 金
設備資金借入金償還金
利 子





固 定 資 産 取 得 費
積 立 金 繰 入
建 設 積 立 金 繰 入
その他の積立金繰入
補 助 金 収 入
地 方 公 共 団 体
補 助 金 収 入
公益事業補助金収入
寄 付 金 収 入
寄 付 金 収 入









積 立 金 戻 入






科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
事務費支出
職 員 俸 給
職 員 諸 手 当
賃 金
法 定 福 利 費
一 般 物 品 費
固定資産物品費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 費
事業費支出
給 食 費






本 部 会 計 繰




備 品 等 購 入
引 当 金 繰 入
措置費収入
事 務 費 収 入
事 業 費 収 入
補助金収入
都 道 府 県 補





寄 付 金 収 入
繰入金収入
本 部 会 計 繰






備 品 等 購 入

































































































































減価償却の有無 あり。 なし。 あり。 あり。
その他
企業会計原則に準拠する
ことができる。
各法人はこの準則に則し
た経理規定を作成。
各法人は自主的に経理規
定を作成。
公益法人会計基準（2008
年），企業会計原則等を
参考。
 出所：吉田［2013］154頁。
図表3　社会福祉法人会計ルールの比較
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た組織体制であったことの反省に立脚して，国が，自らの機関で責任を持って社会福祉行
政を実施することを狙いとしたものであった。」（厚生労働統計協会［2012］63頁）という時
局を反映していることをまず理解しておく必要があるといえよう。その時代においては行
政が1つの施設を整備するたびに1つの法人を設立させる指導を行い，措置費により法人
を運営させ，予算を使い切る。このような一法人一施設の従来型社会福祉法人経営がそれ
なりに行政からの補助で成り立っていたため零細規模の同法人が多数を占める結果となっ
た（吉田［2012］161頁）。この経緯において，藤井［2012］によると，「社会福祉法人制度の
創設理由には諸説あるが，戦後日本の歴史的な経緯のなかから，『たまたま』生まれた特殊
な法人といっても言い過ぎではない。そして，設立当初から今日まで，『強い公的規制のも
と，助成を受けられる特別な法人』……」（藤井［2012］26頁）と述べており，政府の下請け
に安住し，自律的・能動的な意思決定を行う意欲を失っているのではないかと問題点を突
いている（藤井［2012］26－27頁）。いかに社会福祉法人の会計ルールを近代化させても独
立性を持った社会福祉法人としての経営者の自覚と民間並みの経営感覚が不問となってし
まえば画に描いた餅になりかねない。したがって，同法人の経営者教育が第一義的な問題
であると思われる。
近年，社会福祉法人の内部留保の問題が指摘されているが，財務相の調査結果では，内
部留保が大きいほど生活困窮者等に対する利用者負担軽減事業に消極的な施設があるこ
とや多額の有価証券を保有している施設があることが判明した（松山［2012］1頁）（9）。図表
4は近年の社会福祉法人の施設経営数のみをグラフにしたものであるが，増加の一途をた
どっている。それだけ需要が増えていることが理由であるが，内部留保・非課税優遇のた
（9）  松山［2012］によると，約1,200の社会福祉法人のうち，その財務諸表から借方と貸方が一致しない貸借対照表
を監督官庁である県・市に提出している法人が存在することが調査によって判明した（松山［2012］1頁）。
図表4　施設経営法人数の推移
(http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/38-1.html)
0
2,000
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出所：社会福祉行政業務報告（http://www.mhlw.go.jp toukei/list/38-1.html）に基づき筆者作成。
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めの利用もそれだけ増えていると推測できる。国からの補助による資源が福祉ニーズに反
映されず，内部留保となっている（松山［2012］3頁）ことこそ経営者教育が喫緊の課題で
あることを如実に示しているといえよう。
おわりに
本稿では，経理規定準則を中心にその独自の会計処理について検証し，現在の会計基準
（2011）に変遷するまでの経緯を検討したが，会計ルールのみで説明できるものではなく，
当時の社会福祉制度に鑑みたうえでの変遷であることを指摘しておかなければならない。
経理規定準則は措置制度の時代だからこそその役目を十分にはたすことができた。公的財
源をもって事業運営をしていた社会福祉法人からすれば，まさに「下請け」。同準則が，法
人の日常の経理実務をも詳細に規定したことによって，自主的・自律的・自発的な経営活
動を行うには程遠い環境であったと考える。
しかしながら，現在は競争の時代であり，経営不振に陥った社会福祉法人も私的整理手
続に入る時代である（10）。法人は福祉サービスを向上させ，法人間のサービスの違いを理解
できるように利用者に情報提供しなければならない。にもかかわらず，内部留保を多く保
有する法人経営者は福祉サービス利用者に対するサービス提供の初心を忘れてしまったの
ではないかという疑問が残る。これもまた，措置制度の時代から補助金や税金非課税等，
社会福祉法人経営で優遇されていたことが今日，本末転倒を招いてしまった結果であると
いえる。また，一概に競争が適切であるとはいえない問題もある。福祉サービスは資源が
あればあるほど，本来，サービスの質を向上させることができるはずだが，競争原理が働
くと福祉サービスの質は向上しても経営成績は落ちるという作用が働く。それに関連して
次のような主張がある（佐伯［2013］）。
「今日の日本経済はいわば成熟経済であり，これから先，長期的にみてさして成長が見込
まれるわけではないし，また無理に成長する必要もない。医療分野や教育分野など，成長
戦略に名指しされている分野は，本来は『成長産業』などとは無縁の『公共的領域』なので
ある。
その一事からもわかるように，今日，真に必要なのは公共的領域の充実であって，高齢
社会化，自然災害，地方の疲弊などに対処する公共的なインフラストラクチャーの整備こ
そが急務であろう。
こういう社会は過度なまでの競争社会ではなく，むしろ共生社会でなければならない。」
経理規定準則が措置制度の下で社会福祉法人に求められた会計ルールであるとすれば，
会計基準（2011）は公共性の高い同法人に競争を求める時代の産物としての会計ルールで
あるといえよう。しかし，福祉サービスの差別化を図るうえで競争は必要であるが，上記
の主張のように福祉のような公共的な領域に過度な競争が生じることは慎重にならなけれ
ばならない。社会福祉法人の会計ルールは社会福祉の制度と相関関係にあることからセッ
トで考察することが必要であるが，今日の非営利組織の会計および社会福祉の傾向から
いって経理規定準則のような独自性の強いルールが今後，成立することは考えにくいであ
（10）  2014年に宇治病院は社会福祉法人としては初めての私的整理手続に入ることが明らかとなった（日本経済新
聞，2014年8月8日）。
─124─
ろう（11）。
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〔抄　録〕
社会福祉法人に関する会計基準は今日までにいくつかのターニングポイントがあり，第
1として，1953年の社会福祉事業法の時代，第2として，1976年の措置制度の時代，および
第3として，2000年の契約制度の時代の3つの時代区分に区切られていた。さらには，他の
非営利組織が会計ルールを企業会計化する傾向にあることと軌を一にして，2011年には第
4の時代区分として現在の社会福祉法人会計基準（会計基準（2011））が制定された。
本稿では，第2の時代の経理規定準則の特殊性を検討することにし，併せて現在の社会
福祉制度と当該会計ルールの変容までを鳥瞰し，この公共的領域において今，最も必要と
されていることが何かについて検証することにした。
同準則が公表される前段階として，社会福祉法人が消費経済体であること，それゆえに
損益計算のように営利法人の会計で採用されるような計算を必要としないことなどが，す
でにリサーチされていた。したがって，経理規定準則は，複会計制度を参考にした本部会
計と施設会計の会計単位分割や収支計算書の重視，切返し仕訳のように企業会計では採用
されていない処理や計算書が存在した。これは措置制度という当時の社会福祉の状況が多
分に関係している。
現在，福祉制度も契約制度へと移行し，それに呼応して会計基準（2011）が社会福祉法人
に適用される基準として統一された。しかし，いかに社会福祉法人の会計ルールを近代化
させても独立性を持った社会福祉法人としての経営者の自覚と民間並みの経営感覚が不問
となってしまえば画に描いた餅になりかねない。したがって，同法人の経営者教育が第一
義的な問題であると思われる。経理規定準則が措置制度の下で社会福祉法人に求められた
会計ルールであるとすれば，会計基準（2011）は公共性の高い同法人に競争を求める時代
の産物としての会計ルールであるといえよう。しかし，福祉サービスの差別化を図るうえ
で競争は必要であるが，公共的な領域に過度な競争が生じることは慎重にならなければな
らない。社会福祉法人の会計ルールは社会福祉の制度と相関関係にあることからセットで
考察することが必要であるが，今日の非営利組織の会計および社会福祉の傾向からいって
経理規定準則のような独自性の強いルールが今後，成立することは考えにくいであろう。
